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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
⑴　資産の評価基準および評価方法

①関係会社株式　　移動平均法による原価法によっております。
②その他有価証券
・時価のあるもの　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの　移動平均法による原価法
③たな卸資産　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）によっております。
⑵　固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）
定率法によっております。
ただし、賃貸建物および構築物ならびに平成10年４月１日以降に取得
した建物（附属設備を除く）については定額法によっております。

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（5年）に基づく定額法によっております。

③リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし残存価格を零とする定額法を採用しており
ます。

⑶　引当金の計上基準
①貸倒引当金　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金　　　　　従業員の賞与支給に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担
すべき額を計上しております。

③退職給付引当金　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び退
職給付信託資産の見込み額に基づき計上しております。

④役員退職慰労引当金　当社は、平成25年６月27日開催の定時株主総会において、役員退職慰
労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を打ち切り支
給することが決議されました。その支給の時期は各取締役および各監
査役の退任時とし、その具体的な金額・方法等は取締役については取
締役会に、監査役については監査役の協議に一任されております。こ
のため、当該支給見込額につきましては引き続き役員退職慰労引当金
として計上しております。

⑷　その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

建物 1,642,144千円
構築物 13,965千円
土地 68,280千円
賃貸不動産 747,566千円
投資有価証券 214,748千円
　　　　　　　計 2,686,706千円

上記の担保物件に対応する債務は、長期借入金1,583,068千円、１年内返済予定の長期借
入金876,580千円、短期借入金383,200千円であります。

⑵　有形固定資産の減価償却累計額
⑶　受取手形割引高
⑷　電子記録債権割引高
⑸　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①短期金銭債権
②短期金銭債務

8,686,654千円
328,187千円
35,031千円

52,318千円
2,308千円
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３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
売　上　高 545,443千円
仕　入　高 29,415千円
販売費及び一般管理費 20,680千円

営業取引以外の取引高 1,476千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当事業年度の
期首株式数

当事業年度の
増加株式数

当事業年度の
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普 通 株 式 11,600,000株 －株 －株 11,600,000株

⑵　自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度の
期首株式数

当事業年度の
増加株式数

当事業年度の
減少株式数

当事業年度末の
株式数

普 通 株 式 31,130株 116,206株 －株 147,336株
（注）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得および単元未満株式の
買取りによる増加分であります。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額等

　決議 株式の
　種類 配当の原資 配当金の総額

(円)
1株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成26年6月27日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 17,353,305 1.5 平成26年3月31日 平成26年6月30日

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌事業年度となるもの
 　 決議予定 株式の

　種類 配当の原資 配当金の総額
(円)

1株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成27年6月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 57,263,320 5.0 平成27年3月31日 平成27年6月29日

（注）1株当たり配当額には記念配当の2円が含まれております。

⑷　新株予約権および自己新株予約権に関する事項
①新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
②新株予約権の目的となる株式の数 83,000株
③新株予約権の事業年度末残高 9,301千円
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５．税効果会計に関する注記
当事業年度(平成27年３月31日現在）

⑴繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳　　　　　　　　　（千円）
繰延税金資産（流動）
・貸倒引当金繰入限度超過額 32
・賞与引当金損金繰入限度額超過額 12,084
・未払事業所税否認 5,945
・未払事業税否認 2,179
・未払費用否認 7,178
・棚卸資産評価損 1,777

繰延税金資産（流動）小計 29,197
・評価性引当額 △29,197

繰延税金資産（流動）の純額 －
繰延税金資産（固定）
・退職給付引当金損金繰入限度超過額 4,604
・役員退職慰労引当金 6,087
・退職給付信託 58,486
・株式報酬費用 2,553
・繰越欠損金 226,336
・資産除去債務 3,745

繰延税金資産（固定）小計 301,813
・評価性引当額 △301,813

繰延税金資産（固定）合計 －
繰延税金負債（固定）
・土地圧縮積立金 10,943
・固定資産圧縮積立金 172,813
・その他有価証券評価差額金 1,129,072
・その他 124

繰延税金負債（固定）小計 1,312,953
繰延税金負債（固定）の純額 1,312,953

⑵法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別
の内訳

法定実効税率
　（調整）

35.0％

　・交際費等永久に損金に算入されない項目 5.1％
　・受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △8.6％
　・住民税均等割 0.5％
　・評価性引当額の増減 △28.6％
　・その他 △1.7％
　税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.7％

⑶法人税等の税率の変更による繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第９号)及び「地方税等の一部を改正す
る法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に
開始する事業年度から法人税率等の引き下げ等が行われる事となりました。これに伴い、繰延
税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の35.0％から平成27年４
月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については34.0％に、平成28年４月
１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、33.0％となります。
　この税率変更により、繰延税金負債の金額は79,767千円減少、法人税等調整額が11,338千
円減少し、その他有価証券評価差額金が68,428千円増加しております。
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６．金融商品に関する注記
⑴金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
　当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。
　一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借
入により調達しております。

②金融商品の内容およびそのリスク
　営業債権である受取手形および売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク
に晒されております。
　営業債務である支払手形および買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であり
ます。
　借入金は、設備投資に係る資金調達並びに営業過程に係る運転資金であり、償還日は最
長で決算日後５年であります。このうち一部は金利の変動リスクに晒されております。

③金融商品に係るリスク管理体制
・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規定に従い、営業債権について主要な取引先の状況を定期的にモニタ
リングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等によ
る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

・市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、
また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとと
もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑵金融商品の時価等に関する事項
　平成27年３月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の
とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれてお
りません。（(注)2．参照）

貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）
⑴　現金及び預金 　878,903 878,903 －
⑵　受取手形 157,370 157,370 －
⑶　電子記録債権 495,654 495,654 －
⑷　売掛金 981,768 981,768 －
⑸　投資有価証券 3,940,657 3,940,657 －

資産計 6,454,354 6,454,354 －
⑴　支払手形 388,984 388,984 －
⑵　買掛金 1,143,876 1,143,876 －
⑶　短期借入金 559,000 559,000 －
⑷　長期借入金 3,022,004 3,022,004 －

負債計 5,113,865 5,113,865 －

－ 4 －

個別注記表



2015/06/04 13:08:35 / 14066439_日本製罐株式会社_招集通知（Ｆ）

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資　産
⑴　現金及び預金　 ⑵　受取手形　 ⑶　電子記録債権　 ⑷　売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。
⑸　投資有価証券
　時価について、株式等は証券取引所の価格によっております。
負　債
⑴　支払手形　 ⑵　買掛金　 ⑶　短期借入金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。
⑷　長期借入金
　元利金の合計額と同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価
値により算出した時価は、帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　区分 　　貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 33,425
関係会社株式 1,059,995
出資金 850

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる
ことから、「資産 ⑸ 投資有価証券」には含めておりません。

(注)３．金銭債権の決算日後の償還予定額
１年以内(千円）

現金及び預金 878,903
受取手形 157,370
電子記録債権 495,654
売掛金 981,768

合計 2,513,697
(注)４．長期借入金およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

１年以内(千円） １年超５年以内（千円）
　短期借入金 559,000 －
　長期借入金 1,008,176 2,013,828

合計 1,567,176 2,013,828
　　(注)５．「負債 ⑷ 長期借入金」には、「１年内返済予定の長期借入金」を含めております。

－ 5 －
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７．賃貸等不動産に関する注記
⑴賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、埼玉県さいたま市において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を有しており
ます。
　当事業年度における賃貸等不動産に関する損益は、74,154千円であります。

⑵賃貸等不動産時価に関する事項
貸借対照表計上額

当事業年度末
の時価（千円）当事業年度期首

残高（千円）
当事業年度
増減額（千円）

当事業年度末
残高（千円）

768,078 △20,205 747,873 1,689,400
　　(注)１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
　　(注)２．当事業年度増減額のうち、主な増加額は資産の取得(17,323千円)、減少額は減価償
　　却(37,529千円）であります。
　　(注)３．当事業年度末の時価は、「不動産鑑定評価基準」に基づいて外部鑑定会社で算定し
　　た金額であります。

８．持分法損益等に関する注記
関連会社に対する投資等の金額 1,059,995千円
持分法を適用した場合の投資の金額 479,280千円
持分法を適用した場合の投資利益の金額 3,933千円

９．関連当事者との取引に関する注記
⑴　親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等の名称
資 本 金 又
は 出 資 金
(千円)

事業の
内 容

議 決 権 等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容
取引の
内容

取 引
金 額
( 千 円 )

科 目
期 末
残 高
(千円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

法人
主要株主

伊 藤 忠 丸 紅 鉄 鋼
株 式 会 社

30,000,000
鉄鋼
商社

直接13.47％ 有
原材料
仕入等

ブリキ板
等の仕入

2,861,105 買掛金 1,001,123

消耗品等
の 仕 入

151 未払金 91

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の

上で決定しております。
２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等を含めてお

ります。
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⑵　関係会社等

種類
会社等の

名称

資本金
又は

出資金
(千円)

事業の
内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連会社
新生製缶
株式会社

200,000
1 8 ℓ 缶
製造販売

直接38.15％ 有

資本取引 出 資 －
関係会社

株式
1,059,995

営業取引
製品等の
販 売

545,443
受取手形
売掛金

97,602

営業取引
製 品 の
仕 入 等

29,415
支払手形
買掛金

11,208

営業取引
販売協力
金・人員
派遣等

20,680 未払金 300

営業取引
以外

システム
使 用 料

1,476 未収入金 132

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１．価格その他の取引条件は、市場実勢価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。期末残高には消費税等を含めてお
ります。

１０．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 374円22銭
⑵　１株当たり当期純利益 13円37銭

１１．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

以上
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個別注記表




